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記載例

Ｎｏ 頁 効果 評価の理由 実施
判断
○

A

計画の表記：△検討、◇実施準備、□一部実施、○実施
評価の表記：Ａ計画通り実施した、Ｂ一部実施した、Ｃ計画より遅れている

集中改革プラン取組状況について

長久手町行政改革推進計画（集中改革プラン）　７ページからのものを一覧表として記載しました。
（２ページから６ページまでの項目は重複しているため、グレー色で色分けし「集中改革プラン」と表記してあります）

行政評価の導入
　行政評価システムを導入し、
適正で効果的な業務を推進す
る。

合理化7p1

推進項目及び内容

(2)　個別評価

C

　行政評価システムを導入し、Ｎｏ２「業務の整理」により、合理化が図られ
た。

説明

計画どおり実施できたもの

項目の一部を実施できたもの

当初目標を変更したもの

実施できていないもの

実施の判断

A

B

目標変更

集中改革プラン
のページ数

集中改革プランの各表の内容
　　「推進項目及び内容」「効果」
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大綱の基本方針からの取組項目
１．長久手町行政改革大綱の基本方向
２．行政改革の推進方針
（１）適正で効果的な業務の推進
１）　業務の整理
①廃止・縮小・統合すべき事務・事業

　行政評価システムを導入し、事務事業の廃止・縮小・統合の必要性を評価する。
計画
評価
○

A

□

B

○

目標
変更

計画の表記：△検討、◇実施準備、□一部実施、○実施
評価の表記：Ａ計画通り実施した、Ｂ一部実施した、Ｃ計画より遅れている

7p

7p 合理化

　一部の業務で、廃止・統合により合理化が図られた。
　・温泉で楽しく歩こう運動事業を廃止（Ｈ１９）　効果額　４０，０００円
　・水景施設水質検査委託を一元化（Ｈ２０）　効果額　３１９，２００円

（環境）
　平成１８年度の環境管理委員会において、計画年次を平成１８年度から平成２
２年度へ変更した。

7p

行政評価の導入
　行政評価システムを導入し、
適正で効果的な業務を推進す
る。

ＩＳＯ１４００１認証事務の見
直し
　内部組織による環境マネジメ
ントシステムを推進する。

経費削減
1,200千円(4
年）

3

2 合理化

　行政評価システムを導入し、Ｎｏ２「業務の整理」により、合理化が図られ
た。

1

Ｎｏ 頁 推進項目及び内容 効果 評価の理由

業務の整理
　評価により廃止・縮小・統合
する業務を整理する。
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②新たに必要な事務・事業

計画
評価
□

A

計画の表記：△検討、◇実施準備、□一部実施、○実施
評価の表記：Ａ計画通り実施した、Ｂ一部実施した、Ｃ計画より遅れている

２）業務の改善
①改善すべき事務・事業

計画
評価
□

B

計画の表記：△検討、◇実施準備、□一部実施、○実施
評価の表記：Ａ計画通り実施した、Ｂ一部実施した、Ｃ計画より遅れている

新たな事務事業への対応
　新たに必要となる事務事業へ
の対応を行う。

5

4

事務改善の実施
　更なる事務の改善に取り組む

効率化
時間外勤務
手当を
10,000千円
削減(5年）

7p

8p

効果

　各課で事務改善を実施し、効率化が図られている。
　　Ｈ１６　１００，９３６千円
　　Ｈ１７　　８７，６３５千円
　　Ｈ１８　　７８，２２５千円
　　Ｈ１９　　９８，４２９千円
　　Ｈ２０　１３１，０９９千円
　　Ｈ２１　　８４，４８０千円（３月分を１０，０００千円と推定）
　今後も、更なる効率化が求められる。

　各課での対応によりサービス向上が図られている。
　・長野県南木曽町との地域間交流を本格的に開始（Ｈ１８）
　・平成こども塾でボランティアの協力による事業や学校連携事業（Ｈ１８）
　・田園バレー交流施設（あぐりん村）を建設（Ｈ１８）
　・体育施設の施設予約システム（インターネットでの予約）開始（Ｈ１８）
　・新型インフルエンザ対策（Ｈ２０）
　・定額給付金（Ｈ２０）
　・芸大通り橋梁交差部照明施設設置工事にてＬＥＤ照明を設置（Ｈ２１）

サービス向
上

　尐子高齢化や国際化、住民との協働などに対応する事務事業について、行政評価システムによる実効性などの評価
を踏まえて新たな事業を検討する。

　行政評価システムによって住民ニーズの動向と業務の目的や内容を総合的に見直し、実務の円滑な実施に向けた改
善活動を実施する。

Ｎｏ 頁 推進項目及び内容 効果 評価の理由

Ｎｏ 頁 推進項目及び内容 評価の理由
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②各種住民活動団体の自立支援
　活動を支援する団体に対して、住民の参加状況などを踏まえながら運営の自立や活動の活性化を促す。

計画
評価
□

B

□

B

□

B

計画の表記：△検討、◇実施準備、□一部実施、○実施
評価の表記：Ａ計画通り実施した、Ｂ一部実施した、Ｃ計画より遅れている

8p

8p

6

防犯協会の組織強化
　犯罪の防止に対応するため、
活発な活動ができるように組織
の強化を図る。

活性化

Ｎｏ

7

各種住民活動団体の加入率の向
上
　加入率を向上させるための施
策を講じる。

8
各種住民活動団体の自立
　事務処理を独立させる。

活性化
組織強化

8p

　関係各課で、加入率を向上させるための施策を講じ、活性化が図られている。
　消防団団員数は微減しているが、自治会加入率が向上している。
　・自治会加入案内のチラシを転入者に配布
　・町政協力員の手引きに、自治会未加入者向けのチラシ見本を添付
　・自治会加入に向けて、広報、ケーブルテレビでＰＲ
　・母親クラブの加入促進（広報、じどうかんだより）
　・消防団の加入促進（広報、自治会回覧版、近隣大学、イベント）
　・応急救護ボランティアの加入促進（広報）

　国際交流協会の事務処理が、部分的に独立した。
　文化協会、棒の手保存会、郷土史研究会などは自立している。

　安心安全課で活性化が図られ、安心メールの登録件数も増えている。
　一層の組織強化が求められる。
　・　防犯協会役員会を開催（年２回）
　・　登録件数 3,349件（H22.3.1現在）

活性化

推進項目及び内容 効果 評価の理由頁
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３）効率的な業務推進
①事務処理の効率化

計画
評価
□

A

○

A

○

B

○

A

□

B

計画の表記：△検討、◇実施準備、□一部実施、○実施
評価の表記：Ａ計画通り実施した、Ｂ一部実施した、Ｃ計画より遅れている

9p

10

公園、緑地の管理の一元化
　公園、緑地の管理部局を一元
化することで住民にわかりやす
くする。

サービス向
上
効率化

11

車両管理等の統合
　公用車管理一元化に併せ、運
行業務と車両点検業務を統合す
る。

職員の効率
的配置
経費節減
600千円(3
年）

9p

9p

決裁区分（合議）の見直し
　決裁区分を見直し、事務処理
の迅速化を図る。

迅速化

13

資料等の販売・配布の集約
　各課窓口で販売・配布してい
る各種パンフレット類や図書等
を集約し、販売・配布を行う

サービス向
上
合理化

12 9p

9 8p

類似した公共施設の委託事務・
業務の一括発注
　保守、清掃委託等、施設管理
で共通する委託業務の一括発注
により、効率的に事務を行う。

効率化

　関連事業との事務処理などの統合や連携の強化、決裁区分の見直し、手続きのマニュアル整備、各種情報システム
の活用などに取り組む。

Ｎｏ 頁

　長久手町決裁規定の一部改正（Ｈ１９）し、合議欄への押印を担当課長のみと
する（Ｈ２１）運用により、決裁の迅速化が図られている。

　配布・販売物の大半は、アピタ長久手店にある長久手町サービスコーナーに集
約され、サービス向上を図っている。
　ただし、販売・配布の際に特殊な知識が必要なもの、需要があまりないものは
担当課で販売・配布している（例：字界図、公図、過去の文化の家年報、文化の
家情報誌、など）。
　担当課でも販売・配布は行っているため、合理化には至っていない。

　財政課において、共通する委託業務の一括発注を行い、効率化を図っている。
　・一括発注対象業務
　　エレベーター、自動扉及び自家用電気工作物の保守点検委託、貸し鉢

　運転手の効率的配置により、車両点検業務の統合、洗車費用の削減が行われ
た。
　経費節減効果額まで到達していない。
　・洗車を運転手が行う　効果額　１９，６８５円（Ｈ１９）
　・組織改編に伴い、運行業務と車両点検業務を統合（Ｈ２０）

　都市公園、緑地及び児童公園（交通児童遊園を除く）の管理が一元化され、
サービス向上及び効率化が図られている。

評価の理由効果推進項目及び内容
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３）効率的な業務推進
②事務・事業の改善

　電子決裁や電子入札の導入を進めるなど、事務事業の改善を図る。
計画
評価
○

C

○

B

○

A

○

B

○

A

□

B

計画の表記：△検討、◇実施準備、□一部実施、○実施
評価の表記：Ａ計画通り実施した、Ｂ一部実施した、Ｃ計画より遅れている

10p

評価の理由

効率化

効率化

9p

9p

14
電子決裁の導入
　決裁文書の効率化を図る。

15
電子入札の導入
　入札参加資格者の登録、入札
に関してＩＴを活用する。

Ｎｏ 頁

公平化

16

電算システムの統一
　グループウェア（庁内ＬＡ
Ｎ）で財務会計処理ができるよ
うにシステムの統一を図る。

合理化

18
公印の省略
　町から発信する文書の公印の
省略を図る。

効率化

17
6p
9p

9p

9p

19

辞令のペーパーレス化
　職員に出される各種事例をグ
ループウェアを活用して交付す
る。

合理化

町税等の徴収の強化
　住民税、固定資産税、国保税
等の徴収率向上を図る。
（集中改革プラン）

　添付書類の扱いから、ペーパー決裁との併用になり、煩雑となるため、電子決
裁の導入はできていない。
　今後も、文書管理制度の理解を深め、導入への検討を継続する。

　電子入札の導入は、工事及び設計測量等委託の一部について導入され、効率化
が図られている。
　更なる効率化を図るため、平成22年4月から、電子入札の対象を更に拡大する予
定。

　財務会計システム及びグループウェアの更新時に合理化を図った。
　効果額15,640,343円

　各税区分によって徴収率が異なり、前年から徴収率が下がるものもあるが、総
合計では、前年から徴収率は微増している。
　毎年、地方税法第４８条の規定に基づき、個人町県民税の徴収困難案件を県税
事務所に徴収引継している。

　文書取扱規定に公印省略規定を新設（Ｈ１９）し、効率化を図っている。

　行政改革推進チームや土地利用対策会議等の職員への委員の辞令については、
グループウェアのメールによる交付のみとし、合理化を図った。
　人事異動の辞令交付は、紙による交付としている。

推進項目及び内容 効果
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３）効率的な業務推進
③経費の適正化

　サービスの特性に対応した効率的な勤務体系の導入や諸手当の改善など総合的に見直す。
計画
評価
□

A

○

A

○

A

○

A

○

A

23

4p
10p

4p
10p

5p
10p

5p
10p

Ｎｏ 頁 推進項目及び内容 効果 評価の理由

日曜常勤手当の見直し
　日曜日以外の日を勤務を要し
ない日と定めた職場の職員に支
給する日曜常勤手当を廃止す
る。
（集中改革プラン）

20

諸手当の見直し
　社会情勢にあう諸手当の改善
をする。
（集中改革プラン）

適正化

21

22

保育士手当の見直し
　基本給の4%支給していた保育
士手当を廃止する。
（集中改革プラン）

通勤手当の見直し
　通勤距離が2Km未満の支給を
廃止する。
（集中改革プラン）

適正化
13,500千円
削減（5年）

適正化
7,200千円削
減
（4年）

適正化
37,500千円
削減（5年）

適正化
3,880千円削
減
（4年）

24
5p
10p

消防事務手当の見直し
　消防職員に支給されていた消
防事務手当を廃止する。
（集中改革プラン）

　基本給の4%支給していた保育士手当を廃止（Ｈ１７）し、給与の適正化を図っ
た。
　効果額：７，５００千円/年×５年＝３７，５００千円

　通勤距離が片道2km未満の職員への支給を廃止（Ｈ１７）し、給与の適正化を
図った。
　効果額：２，７００千円/年×５年＝１３，５００千円

　消防職員に支給されていた消防事務手当を廃止（Ｈ１８）し、給与の適正化を
図った。
　効果額：１，７２８千円/年×４年＝６，９１２千円
　手当支給対象者が設定当時と異なるため、計画時の効果額と異なる。

　諸手当として、特殊勤務手当（Ｎｏ２２、Ｎｏ２４）の是正（Ｈ１９）を行
い、給与の適正化を図った。

　日曜日以外の日を勤務を要しない日と定めた職場の職員に支給する日曜常勤手
当の支給を廃止（Ｈ１８）し、給与の適正化を図った。
　効果額：５５３千円/年×４年＝２，２１２，０００千円
　手当支給対象者が設定当時と異なるため、計画時の効果額と異なる。
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③経費の適正化
計画
評価
○

A

○

A

□

目標
変更

○

B

□

A

□

B

計画の表記：△検討、◇実施準備、□一部実施、○実施
評価の表記：Ａ計画通り実施した、Ｂ一部実施した、Ｃ計画より遅れている

時間外勤務
手当の削減

5p
10p

パンフレット等の見直し
　各課が作成している類似のパ
ンフレット等を集約し見直す。

10p

5p
11p

適正化
　3,900千円
増収(3年）

経費削減
30,000千円
(2年）

30

給食調理手当の見直し
　月額支給を業務に合わせ日額
支給に見直す。
（集中改革プラン）

適正化

11p

経費節減
1,000千円(3
年）

週休日の半日振替
　これまで1日単位での振替し
かできなかったが半日も可能と
する。
（集中改革プラン）

前納報奨金制度の見直し
　市場金利等により、交付率を
見直す。
（集中改革プラン）

26

28

10p27
粗大ごみの有料化
　粗大ごみの収集運搬費用の一
部を住民に負担してもらう

25

頁 推進項目及び内容 効果

29

5p
10p

コピー機等のリース見直し
　リース契約の期間延長や買取
を検討する。

経費節減
4,200千円(5
年）

Ｎｏ

　前納報奨金制度の廃止について、平成２０年度に町議会で条例改正が可決さ
れ、平成２１年度から平成２３年度の３年間の段階的廃止が決定した。
　経費削減額は、平成２１年分のみとなり、効果額まで到達していない。
　平成２１年度から２３年度まで
　交付率０．３％→０．１５％
　交付上限額５万円→３万円
　平成２４年度からは全廃
　効果額：２０，７８０千円（Ｈ２１）

　1日単位での振替を半日も可能（Ｈ１７）とし、時間外勤務手当の削減を図っ
た。
　効果額：３，５２４千円（前年度比較）

　計画では平成２１年度に一部実施だが、瀬戸市、尾張旭市と会議を行い、平成
２３年度実施を目標とした。

　リース契約期間の満了した機器について、リース期間の延長を行い（最長６回
目）、経費節減を図った。
　効果額：５，０４９千円（Ｈ１７）

　月額支給の調理員手当を業務に合わせ日額支給に見直（Ｈ１８）し、給与の適
正化を図った。
　効果額：３９千円

　一部の事業で、パンフレット等の見直しを行い、経費節減を図った。
　ただし、目標金額までは到達していない。
　効果額：２，４００千円

評価の理由
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（２）円滑で効率的な組織機構
１）組織機構の改善
①円滑で効率的な組織機構

　入札・契約事務の一元化などの見直しを行うなど、組織機構を改善する。
計画
評価
○

A

計画の表記：△検討、◇実施準備、□一部実施、○実施
評価の表記：Ａ計画通り実施した、Ｂ一部実施した、Ｃ計画より遅れている

効果

組織機構の見直し
　社会情勢の変化に対応した組
織の見直しを行う。

効率化
合理化

11p31

Ｎｏ 頁 推進項目及び内容 評価の理由

　平成２０年度、平成２１年度に組織機構の見直しを行い、効率化、合理化を
図った。
　住民との協働を専門とする部署として、NPO、ボランティア、まちづくりセン
ターを所管するまちづくり協働課を新設
　７部２７課から８部２６課（Ｈ２０）
　市制施行準備室設置（Ｈ２１）
　平成２２年４月１日から組織機構を一部変更
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②人材の適材適所への配置

計画
評価
○

B

○

A

○

目標
変更

○

A

計画の表記：△検討、◇実施準備、□一部実施、○実施
評価の表記：Ａ計画通り実施した、Ｂ一部実施した、Ｃ計画より遅れている

頁 推進項目及び内容 効果 評価の理由

11p

11p

11p

人材活用

人材確保

11p35
応募制による人材配置
　プロジェクトに対する職員の
積極的な参加を図る。

32
適材適所への職員配置
　職員の能力、資格を活かした
職員配置を行う。

人材活用

34
国際化に対応した職員配置
　外国人の多く訪れる窓口に語
学力のある職員を配置する。

人材活用

33
任期付職員の採用
　人材を効率的に広く獲得す
る。

　職員の能力や資格の活用に配慮した職員の配置に努める。また、尐子高齢化や国際化など社会の変化に対応する職
員の適正な配置に取り組む。

Ｎｏ

　職員ヒアリング、自己申告制度による各職員からの聞き取り、各部長がとりま
とめた職員配置計画の調整により、それぞれの執務の状況を確認して、適材適所
となるよう平成22年4月1日付けの異動準備を進め、人材活用をすすめている。

　各プロジェクトの職員参加募集による人材活用を行っている。
　・第５次総合計画職員研究会を設置し、参加募集（Ｈ１９）
　・市制施行準備、リニモ沿線開発に関する部署について募集（Ｈ２１）

　一般職の任期付職員の採用等に関する条例及び施行規則を制定（Ｈ１９）
　任期付職員2名を採用し、専門性を要する田園バレー事業に対応した（Ｈ２
０）。
　当面、任期付職員の採用は予定していない。

　対応が必要な言語は多岐に渡るため、県の国際交流協会等の協力のもと、電話
応対等の体制整備を含め検討していくこととした。
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③職員配置・事務の配分や分担の適正化
　業務の専門性やサービスの特性を踏まえて、事務配分やサービス実務の分担に取り組む。

計画
評価
○

目標
変更

○

目標
変更

○

B

○

B

計画の表記：△検討、◇実施準備、□一部実施、○実施
評価の表記：Ａ計画通り実施した、Ｂ一部実施した、Ｃ計画より遅れている

3p
12p

適正化

4p
12p

39
事務分担の適正化
　効率的な事務分担の見直し

定員適正化計画の策定
　職員の適正化計画を策定す
る。
（集中改革プラン）

適正化
5.1%定員削
減
148,500千円
削減（5年）

12p

37

地方公営企業の定員適正管理
　下水道事業及び農業集落排水
事業については、職員の定員適
正化計画で取り組む。
（集中改革プラン）

36

Ｎｏ

適正化

12p

　定員適正化計画の中で適正化を図っていく。

　各部長を通じて執務状況を確認しているが、恒常的に時間外勤務をしている部
署についても、職員を増員し、適正化及び効率化を図っている。

　現計画の目標を達成するには非常に困難な状況であり、市制施行の準備、市制
施行後の事務量を把握し、町から市へスムーズに移行できるよう、新たな定員適
正化計画を検討する。

頁 推進項目及び内容 効果 評価の理由

適正化
効率化

　平成21年11月に市制施行準備室を設置し、平成22年4月には開発推進室を設置す
ることに伴い、効率的な執務ができるよう事務分掌の見直しを行った。

38
事務量に応じた職員配置
　事務量に応じ、必要な職員数
を配置する。
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④臨時職員の配置と管理の適正化
　業務の円滑な実施に欠かせない臨時職員について、雇用の基準を明確化し、管理体制の強化を図る。

計画
評価
○

C

○

A

□

B

計画の表記：△検討、◇実施準備、□一部実施、○実施
評価の表記：Ａ計画通り実施した、Ｂ一部実施した、Ｃ計画より遅れている

40 12p

41 12p

12p42

臨時職員の雇用
　軽易で単純な作業は臨時職員
を雇用し対応する。

臨時職員の雇用の明確化
　雇用方法の明確化を図る。

臨時職員の有効活用
　事務の内容、量の見直しを行
い適正な配置をする。

人件費抑制

適正化

人件費抑制

　総人件費は、職員の増員や時間外勤務などにより、増加傾向にある。
　軽易で単純な作業は臨時職員を雇用し対応し、人件費を抑制している。
　総人件費
　　Ｈ１６：２，８４１，６７０千円
　　Ｈ１７：２，９７５，０９３千円
　　Ｈ１８：２，９２９，６３７千円
　　Ｈ１９：２，９６１，８９０千円
　　Ｈ２０：３，１１０，１２３千円

　臨時職員には、軽易な事務、補助的な業務に携わるように指導し、適正化を
図っている。

　各課からの要望、業務内容のヒアリングを行い、事務内容及び事務量を精査
し、適正な配置に努め、人件費を抑制している。
　また、年間を通して時間外勤務が多い部署に対しては、積極的に臨時職員の有
効活用を図るよう要請している。

Ｎｏ 頁 推進項目及び内容 効果 評価の理由
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２）組織内の連携改善
①課、施設間の連絡調整・情報交換について

　本庁舎と出先の施設、各部署の日常的な連絡調整を円滑に行うため、高度情報ネットワークを整備し、活用を図る。
計画
評価
○

A

○

A

計画の表記：△検討、◇実施準備、□一部実施、○実施
評価の表記：Ａ計画通り実施した、Ｂ一部実施した、Ｃ計画より遅れている

②職場環境の改善
　執務の特性に適したサービス環境、人権に配慮した執務環境を整備し、事務効率の向上や経費の節減を図る。

計画
評価
○

A

○

A

計画の表記：△検討、◇実施準備、□一部実施、○実施
評価の表記：Ａ計画通り実施した、Ｂ一部実施した、Ｃ計画より遅れている

効率化

46

事務服の廃止
　事務服の貸与を廃止する。

経費削減
5,670千円削
減

環境整備

セクシャルハラスメント防止対
策
　セクハラのない職場維持のた
めの啓発を行う。

13p

13p

45

43

グループウェアの活用
　グループウェアの活用促進に
より連絡、情報交換を円滑に行
う。

Ｎｏ 頁 推進項目及び内容 効果

　図書館及び文化の家のネットワーク等を合理化し、経費を節減した。
　効果額：１，０６２，６６０円（Ｈ１９）
　効果額：１，１０３，０７５円（Ｈ２０）
　・図書館の独自ネットワークを町のネットワークへ統合（Ｈ１９）
　・文化の家ホームページを町のホームページへ統合（Ｈ１９）
　・各学校用と町用の２回線分あった契約を１本化（Ｈ２０）
　・利用実績の尐ない施設の回線を廃止（Ｈ２０）

　グループウェアの更新時に、連絡、情報交換を円滑に行うよう、効率化を図っ
た。
　　・グループウェアの更新時に全体の行事が閲覧できるように変更
　　・運転手控室及びエコハウスへ庁内ＬＡＮを延長

　「長久手町職員のセクシャル・ハラスメントの防止等に関する要綱」を施行
（Ｈ１８）し、同時に職員に啓発等を行い、環境整備に努めている。

　平成17年11月1日から事務服を廃止し、経費を削減した。
　効果額：１，１３４千円/年×４年＝４，５３６千円
　事務服支給対象者が計画当時と異なるため、計画時の効果額と異なる。

評価の理由

ネットワークの統合
　情報システムの違う施設の
ネットワークの統合を図る。

経費節減
合理化
4,720千円削
減(2年）

13p

13p

Ｎｏ 頁 推進項目及び内容 効果 評価の理由

44

13 / 28 ページ



３）住民ニーズへの対応
①住民生活の変化、要求への対応について

　家庭や地域で懸念される諸問題に迅速に対応するため、組織を横断する連絡調整の効果的な仕組みを創る。
計画
評価
□

B

計画の表記：△検討、◇実施準備、□一部実施、○実施
評価の表記：Ａ計画通り実施した、Ｂ一部実施した、Ｃ計画より遅れている

②住民と行政の関係
　住民の求めに速やかに対応するため、窓口のネットワーク化等業務体制の改善に、より一層取り組む。

計画
評価
□

B

○

A

計画の表記：△検討、◇実施準備、□一部実施、○実施
評価の表記：Ａ計画通り実施した、Ｂ一部実施した、Ｃ計画より遅れている

13p

49
速やかな情報提供
　インターネットを活用し、住
民からの要望に迅速に応える。

サービス向
上
迅速化

14p

47

連絡調整システムの構築
　複数の課等に関わりのある事
務に応じて、連絡調整の効率的
な仕組みを創る。

サービス向
上

48

ダイヤルインの導入
　問合せ窓口の番号をお知らせ
できると共に必要な部署へ直接
連絡ができる。また、ダイヤル
通知電話の混乱をなくす。

サービス向
上

14p

　ＨＰのご意見箱などを通じて、住民からの意見・要望を聞き、その回答を行
い、サービス向上に努めている。
　概ね１０日以内で回答することを目標にしている。
取扱件数
１．町政ご意見箱
　ご意見箱　　　３２通
　電子メール　　９０通
２．陳情・要望　 ２８件
３．窓口相談　　 ４７件
平成２１年１１月２６日現在

　電話連絡が頻繁な課となる、行政課、税務課、保健医療、下水道課、議会事務
局において導入し、サービス向上に努めている。
　今後も、必要に応じて導入を検討していく。

　連絡調整の効率化を図り、サービス向上に努めた。
　システム化されていない調整もあるため、今後も検討したい。
　・転出入等の異動届を提出した住民に他の届出等が必要な窓口を案内
　・長久手町要保護児童対策地域協議会を設置し、関係課との連携を図る
　・精神障害者等の対応としてケース検討会を開催

Ｎｏ 頁 推進項目及び内容 効果 評価の理由

Ｎｏ 頁 推進項目及び内容 効果 評価の理由
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４）広域化の推進
　近隣市町と密接な調整を図りつつ消防業務の広域的な運用について、実現に向けた検討を進める。

計画
評価
◇

B

計画の表記：△検討、◇実施準備、□一部実施、○実施
評価の表記：Ａ計画通り実施した、Ｂ一部実施した、Ｃ計画より遅れている

５）人事制度の改善・整備
①職員の男女共同参画の推進

　増加する女性職員の能力を十分に活用するため、国の方針に応じた目標を定め、相応しい人材の管理職登用を促進する。
計画
評価
○

B

計画の表記：△検討、◇実施準備、□一部実施、○実施
評価の表記：Ａ計画通り実施した、Ｂ一部実施した、Ｃ計画より遅れている

②家庭生活との両立支援
　職員の育児休業、介護休暇などの利活用を促す環境を整備する。

計画
評価
○

C

計画の表記：△検討、◇実施準備、□一部実施、○実施
評価の表記：Ａ計画通り実施した、Ｂ一部実施した、Ｃ計画より遅れている

14p

サービス向
上
組織強化
合理化

消防の広域化の検討
　大規模災害等に対応できる消
防力の強化を図るため、消防の
広域化を図る。

50

Ｎｏ 頁 推進項目及び内容 効果

14p

14p
　配偶者が出産を控えている男性職員に対し、男性職員の「育児参加休暇」の案
内を行い、環境整備を整えている。
　取得者１名のため、取得率は目標に到達していない。

　Ｎプランにおいて明記されているものの、登用率は横ばいの状況が継続してい
た。
　平成２２年度においては、女性の課長職（主幹級）が1名増えることで、登用率
がわずかに増える予定。

評価の理由

　「尾張東部消防広域化研究会及び作業部会」で調査研究が進められ、住民サー
ビスの向上、財政状況について調査研究が行われた。
　平成２２年度は、財政状況を中心に研究し、まとめられて行く予定。

評価の理由

人材活用

52

休暇制度の利活用
　男性職員でも育児休業、介護
休暇が取得できる環境を整備す
る。

環境整備
10%の取得率
（対象男
性）

Ｎｏ 頁 推進項目及び内容

51
女性職員の管理職への登用
　職員の能力に応じ積極的に管
理職への登用を行う。

効果

Ｎｏ 頁 推進項目及び内容 効果 評価の理由
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③人事評価の推進

計画
評価
○

B

計画の表記：△検討、◇実施準備、□一部実施、○実施
評価の表記：Ａ計画通り実施した、Ｂ一部実施した、Ｃ計画より遅れている

（３）適正な外部委託、補助金・使用料金などの見直し
１）各種の補助金などの見直し
①各種補助金・負担金の見直し

計画
評価
○

C

○

A

計画の表記：△検討、◇実施準備、□一部実施、○実施
評価の表記：Ａ計画通り実施した、Ｂ一部実施した、Ｃ計画より遅れている

15p

6p
15p

53

新たな人事評価制度の導入
　新たな人事評価制度を導入
し、仕事に対する意欲を向上さ
せる。

意欲向上
人材活用

55
互助会補助金の見直し
　1人当たりの補助金を減額す
る。

経費削減
11,430千円
(5年）

15p

54

補助金の見直し
　補助金の目的や効果によって
廃止や見直しを行うと共に、事
業費補助への変更をする。
　また、新たに補助金を創設す
る場合は、時限措置を講じる。
（集中改革プラン）

適正化
補助金の
５％削減

　職員1人当たりの補助金を半額とし、経費を節減した。
　効果額：２，２８６千円/年×５年＝１１，４３０千円
　更に、平成２２年度から補助金を職員１人当たり月額５００円から４００円へ
減額予定。

　予算編成方針において、以下２点などを各課へ指導し、適正化を図っている。
　①補助団体の支出内容を厳しくチェックし、事業補助への切り替えなど、各課
で積極的に見直しを行い、団体に指導すること
　②事業の必要性、目的達成度などを勘案し、漫然と前年同額の交付をするので
はなく、内容、金額、年限等を精査すること

　平成２１年度予算においては、妊婦健康診査助成金、脳ドック検診助成金や長
久手中央土地区画整理組合設立助成金の増額などがあり、削減できていない。

　仕事に対する意欲をより向上させるため、業務への貢献や遂行能力に応じて職員を処遇する新たな人事評価の導入
を図る。

　過去の実績や慣例にとらわれることなく補助金や負担金の取扱について見直すと共に各種団体などに対して事業費
補助への変更をする。

　試行実施している新たな人事評価において、目標管理を行い、意欲向上、人材
活用を図っている。
　普段の業務でも、適切な指導、助言ができるよう、係長・課長補佐を対象とし
たコーチング研修を実施する予定。
　全職員に評価システムに対するアンケートを実施（Ｈ２１）。

Ｎｏ 頁 推進項目及び内容 効果 評価の理由

Ｎｏ 頁 推進項目及び内容 効果 評価の理由
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②使用料金の見直し
　各施設の使用料金について管理運営コストなどを踏まえた見直しを行い、適正な料金にする。

計画
評価
○

C

計画の表記：△検討、◇実施準備、□一部実施、○実施
評価の表記：Ａ計画通り実施した、Ｂ一部実施した、Ｃ計画より遅れている

２）外部委託の適正活用
①外部委託に相応しい事務・事業

　施設の管理や修繕業務などの効率的な外部委託について検討する。
計画
評価
□

B

□

目標
変更

□

A

計画の表記：△検討、◇実施準備、□一部実施、○実施
評価の表記：Ａ計画通り実施した、Ｂ一部実施した、Ｃ計画より遅れている

16p

2p
16p

給食業務の委託検討
　委託可能な業務を検討する。
（集中改革プラン）

経費削減

適正化
増収

59

ごみ収集業務の更なる委託検討
　清掃センター建設に伴い委託
の拡大を検討する。
（集中改革プラン）

合理化
　サービス
向上

57
保守管理委託の合理化
　経費を削減する。

58
2p
16p

56

使用料金の見直し
　各施設の適切な使用料金の見
直しを行う。
（集中改革プラン）

6p
15p

経費削減

　平成１７年度から使用料金の改定による増収がない。
　予算執行時に、使用料の根拠を明確にし、必要があれば改正するよう指導して
いる。
　行政財産の目的外使用料について「使用料及び手数料条例」に盛り込んだ。

　指名競争入札（長期）により合理化を図り、サービス向上に努めた。
　効果額　６，２２１千円　（Ｈ２０）
　清掃員の退職を含め長期的展望から検討し、委託化を進めていきたい。

　給食業務の一部配送業務については、民間委託をすでに実施しているが、給食
調理については、今後のセンター建設計画を策定し、方向性を見極めた上で給食
調理の委託を検討する。

　水景施設保守点検を4箇所一括して指名競争入札し、経費削減を図った。
　効果額：２０２千円　（Ｈ１７）

Ｎｏ 頁 推進項目及び内容 効果 評価の理由

Ｎｏ 頁 推進項目及び内容 効果 評価の理由
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②外部委託費について
　事務事業の外部委託の見直しと改善を行政評価システムなどの活用を通じて推進する。

計画
評価
□

B

□

A

計画の表記：△検討、◇実施準備、□一部実施、○実施
評価の表記：Ａ計画通り実施した、Ｂ一部実施した、Ｃ計画より遅れている

16p

費用負担の点検
　行政評価システムを活用し、
委託費用の見直しを行う。

経費削減16p60

経費削減

長期継続委託契約の活用
　対象事業は長期継続委託を活
用し、委託費用の見直しを行
う。

61

　行政評価システムの中で、点検作業を行い、経費削減を図っている。

　長久手町長期継続契約を締結することができる契約を定める条例制定（７月１
日施行）した。
　毎年４月１日から役務の提供を必要とし、その後も原則として当該役務の提供
を1日も欠かすことのできない契約（清掃・警備・電話交換・受付等の委託、リー
ス契約など）を対象としている。
　対象となる契約については、特別な理由がない限り、長期継続契約とするよう
に指導し、経費を節減している。
　効果額　３，４４７，６９９円（Ｈ１８)
　Ｈ２１年度末で継続中の長期継続契約
　　　リース：３４件
　　　委託：４５件

Ｎｏ 頁 推進項目及び内容 効果 評価の理由
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（４）公共施設の管理運営の見直し
１）サービスの改善
①サービスの改善

　施設の利用に係わる利用申請を一元化するなど、サービスの改善を図る。
計画
評価

○

目標
変更

□

A

□

A

○

A

計画の表記：△検討、◇実施準備、□一部実施、○実施
評価の表記：Ａ計画通り実施した、Ｂ一部実施した、Ｃ計画より遅れている

サービス向
上

税等の収納窓口の拡大
　税金、使用料等の収納箇所を
増やすと共に時間の延長を行
う。

17p

16p

65
携帯電話からの１１９番受信
　携帯電話からの通報を直接受
信できるようにする。

サービス向
上

64
6p
17p

62

施設の利用申請書の一元化の検
討
　各施設不統一の申請書の統一
を図る。

サービス向
上

町税等の納付手段の拡大
　コンビニエンスストアで納付
ができるようにする。
（集中改革プラン）

公平化
サービス向
上

63

16p

　携帯電話からの通報を直接受信できるようにし、サービス向上に努めている。

　コンビニ収納を一部実施し、サービス向上に努めた（Ｈ２１）。
　対象となる町民税等
　　軽自動車税、再発行納付書、介護保険料、下水道使用料・施設使用料

　サービス向上のため、あいち電子自治体推進協議会が運営する施設予約システ
ムの更新時（平成２３年度）に合わせて、文化の家、体育館、福祉の家なども共
有できる施設予約システムへ更新する予定。

　毎月末の日曜日９：００～１３：００及び平日２日間１７：３０～２０：００
に開設し、町税等の収納業務と納税相談に応じ、サービス向上に努めている。
　年度前半の利用者は多いが、それ以降の利用は非常に尐ない状況。

Ｎｏ 頁 推進項目及び内容 効果 評価の理由
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②住民ニーズの変化への対応

計画
評価
○

A

○

A

△

B

計画の表記：△検討、◇実施準備、□一部実施、○実施
評価の表記：Ａ計画通り実施した、Ｂ一部実施した、Ｃ計画より遅れている

66
保育時間の延長の検討
　延長保育や一時保育を実施す
る。

17p

17p67
外国人に対するサービスの向上
　国際化に対応するため、外国
人の対応を強化する。

サービス向
上

Ｎｏ 頁 推進項目及び内容 効果

サービス向
上

68
保育士の配置
　児童館に保育士を配置し、利
用者の母子相談や指導を行う。

サービス向
上

17p
　児童館長に保育士を配置し、児童館嘱託職員に保育士資格保有者を一部配置す
ることで、利用者の母子相談や指導を行い、サービス向上に努めている。

評価の理由

　各課で外国人の対応の強化を行い、サービス向上に努めている。
　・「色金山歴史公園・古戦場公園」のリーフレットを日・英表記とした
　・窓口で、ごみ資源カレンダーの外国語版を配布
　・日本人同様、転入手続きの迅速化に努めている
　・英字表記付き表示板設置
　・サイン看板（道路）3か所
　・地点名称標識（信号）4か所

　子育てに係わるニーズの変化に対応した保育サービスの充実を図ることや高齢化が進むことへの対応など、住民生
活の変化に柔軟に応える運営管理に取り組む。

　平成１７年度から、各保育園で延長保育及び一時保育を実施し、サービス向上
に努めている。
　現状の保育時間（通常保育8:00～16:00)
　　色金・南（7:30～18：00）
　　上郷・東・北（7：30～18:30)
　　西（7：30～19：00）
　　一時保育
　　色金（9：00～16：00）
　　南（9：00～16：00）
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③住民と行政の関係

計画
評価
○

A

○

A

計画の表記：△検討、◇実施準備、□一部実施、○実施
評価の表記：Ａ計画通り実施した、Ｂ一部実施した、Ｃ計画より遅れている

69
ベビーカーステーションの設置
　ベビーカーの置場を設置す
る。

サービス向
上

17p

Ｎｏ 頁

17p

推進項目及び内容 効果 評価の理由

　来庁される住民の特性を踏まえて子育て世代や高齢者、障害者、国際化に配慮した庁内環境、施設・設備の充実を
図る。

　保健センター1階の玄関内でベビーカーの設置場所を確保し（Ｈ１９）、サービ
ス向上に努めている。

　ローカウンター、ベビーベッドの設置により、サービス向上に努めている。
　・住民課窓口に、ローカウンターとベビーベッドを設置（Ｈ１９）
　・子育て支援課、保健医療課に、ローカウンターを設置（Ｈ２１）

サービス向
上

ローカウンター、ベビーベッド
の設置
　各施設において適正配置に努
める。

70
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２）管理運営体制の見直し
　指定管理者制度の施行を踏まえて、管理運営の民間委託について検討する。

計画
評価

　指定管理者制度を導入し、サービス向上を図り、経費を削減した。
　効果額：４，８９６千円

□

①高齢者生き
がいセンター

　指定管理者：社団法人長久手町シルバー人材センター

②心身障害者
福祉作業所

　指定管理者：社会福祉法人長久手町社会福祉協議会にて指定管理

③福祉の家 　他市町の状況を踏まえ検討中だが、現状では導入予定なし

④都市公園 　指定管理者：長久手緑化事業協力会

△

B

□

B

計画の表記：△検討、◇実施準備、□一部実施、○実施
評価の表記：Ａ計画通り実施した、Ｂ一部実施した、Ｃ計画より遅れている

3p
18p

B

サービス向
上

　経費削減

3p
18p

73
施設の有効活用
　利用者の低い施設の有効活用
を図る。

合理化
効率化

指定管理者制
度の検討

（集中改革プ
ラン）

指定管理者制度の導入検討
　上記４施設以外の「公の施
設」でも指定管理者制度の導入
を検討する
（集中改革プラン）

サービス向
上
　経費削減

71

72

18p
　福祉施設での利用を効率化できた。
　・老人憩の家（全７箇所）において、「いきいき倶楽部」を開催
　　延べ５０６人が参加

　交流拠点施設（あぐりん村）が指定管理者制度を導入し、サービスの向上を
図った。
　他の施設については、次のとおり
　検討中：
　まちづくりセンター、交通児童遊園、児童館、保育園、杁ヶ池公園、平成こど
も塾、古戦場野外活動施設、色金山歴史公園
　導入予定なし：
　交流プラザ、文化の家、保健センター、改善センター、浄化センター、西庁舎
（公民館）、図書館

Ｎｏ 頁 推進項目及び内容 効果 評価の理由
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３）広域的活用の推進
　近隣市町と密接な調整を図りつつ、図書館など施設の相互利用について推進に向けた検討を行う。

計画
評価
□

B

計画の表記：△検討、◇実施準備、□一部実施、○実施
評価の表記：Ａ計画通り実施した、Ｂ一部実施した、Ｃ計画より遅れている

（５）住民参加・情報公開への対応
１）住民との協働の推進
①住民との「協働」

　行政との協働に向けた住民の動向を踏まえながら、住民との協働活動・情報交流を担う総合的な部署の確立を図る。
計画
評価
○

A

計画の表記：△検討、◇実施準備、□一部実施、○実施
評価の表記：Ａ計画通り実施した、Ｂ一部実施した、Ｃ計画より遅れている

74
施設の相互利用の検討
　近隣市町との広域化利用を検
討する。

75

住民との協働を専門とする部署
の確立
　ＮＰＯ、ボランティア、自治
会等住民との協働を図る。

18p

サービス向
上

18p

　平成２０年度にまちづくり協働課を設立し、住民との協働を図り、サービス向
上に努めた。
　・長久手町協働まちづくり事業活動助成金
　　申請１５団体
　　交付１３団体
　・協働まちづくり事業公開プレゼンテーション開催（１５団体）
　・NPOアドバイザーによる住民活動相談会開催
　・「まちせんカフェ」開催

　図書館では、サービス向上のため近隣市町（名古屋市名東区、守山区、瀬戸
市、豊田市、尾張旭市、日進市）との広域利用が可能となった。

サービス向
上

Ｎｏ 頁 推進項目及び内容 効果 評価の理由

Ｎｏ 頁 推進項目及び内容 効果 評価の理由
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②地域活動
　自治会などの住民活動と連携しながら、地域の生活課題に共同して対応する。

計画
評価

□

B

□

B

計画の表記：△検討、◇実施準備、□一部実施、○実施
評価の表記：Ａ計画通り実施した、Ｂ一部実施した、Ｃ計画より遅れている

19p

自主防犯・自主防災組織への支
援
　自主防犯・自主防災の組織育
成と支援を行う。

安全化
組織強化

76

地域コミュニティ活動への支援
　防犯活動、環境美化等に取組
む自治会等への協力、支援を行
う。

19p

77

　自治会等へ金銭的、人的な支援を行い、活性化を図っている。
　・町政協力員に対して町政協力員報償金を交付
　・自主防犯ボランティアの設立を支援
　　今後も新設のための支援を引き続きおこなっていく
　・地域で清掃活動する際に、ごみ袋の提供、回収を行う
　　環境衛生モデル地域より１２団体申請あり
　　ごみ袋２，１６０枚を交付

　自主防犯・自主防災組織への支援として、地域防災講習会を開催（講師派遣）
している。
　自主防犯組織へ黄帽子、黄ベストを配布し、支援を行い、組織強化を図ってい
る。

活性化

Ｎｏ 頁 推進項目及び内容 効果 評価の理由
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２）広報・広聴体制の充実

計画
評価

□

B

○

A

□

A

○

A

計画の表記：△検討、◇実施準備、□一部実施、○実施
評価の表記：Ａ計画通り実施した、Ｂ一部実施した、Ｃ計画より遅れている

19p

サービス向
上

78

広報・広聴の充実
　ＣＡＴＶ，デジタル放送、
ホームページ等を活用し更に情
報の提供を充実させると共に、
住民の意見集約を図る。

サービス向
上

80

19p

81

住民意識調査の実施
　住民のニーズや満足度を把握
し政策に反映するため、定期的
に意識調査を実施する。

19p

19p

79
パブリックコメント制度の整備
　住民の意見をより反映させる
手段として導入を図る。

サービス向
上

有料広告事業
　企業から広告料を徴収するこ
とにより経費の削減を図る。

600千円増収
(2年）

　ホームページへの有料広告掲載について要綱を策定し、増収があった。
　平成２０年度　収入　６６０，０００円
　平成２１年度　収入　８３５，０００円

　政策等の案の内容をよりよいものにするため、町民の皆さんから意見を募集
し、意思決定を行う際の参考とするものとして、平成１９年６月１日から要綱を
施行した。

　ＣＡＴＶの放送時間３０分とし、データ放送には防犯に関する情報や、文化の
家での催し物情報を掲載し、サービス向上に努めている。

　１８歳以上の３，０００人を対象に実施し、住民の意向把握に努めた。
　回答率５６％　（Ｈ１８）

　広報紙などに加えて行政のホームページなどを活かした広報・広聴体制の充実を図るとともに、住民サービスにつ
いての除法提供を充実する。

Ｎｏ 頁 推進項目及び内容 効果 評価の理由
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（６）電子自治体の推進
１）住民サービスの改善

計画
評価

□

B

計画の表記：△検討、◇実施準備、□一部実施、○実施
評価の表記：Ａ計画通り実施した、Ｂ一部実施した、Ｃ計画より遅れている

２）情報管理体制の強化

計画
評価
○

B

○

A

計画の表記：△検討、◇実施準備、□一部実施、○実施
評価の表記：Ａ計画通り実施した、Ｂ一部実施した、Ｃ計画より遅れている

サービス向
上

83

20p

20p

82

施設利用状況の情報整備
　各施設の利用状況の確認と予
約ができるシステムの整備を行
う。

20p

情報化担当者の配置
　セキュリティポリシーの浸透
や障害等に迅速に対応するた
め、各課に情報化担当者を配置
する。

　スポーツ施設について、あいち電子自治体推進協議会が運営する施設予約シス
テムを使用し、インターネットから予約できるようにし、サービス向上に努め
た。
　更なるサービス向上のため、そのシステムの更新時（平成２３年度）に合わせ
て、文化の家、体育館、福祉の家などが共有できる施設予約システム（ＡＳＰ）
を検討中。

　各種システムの更新・移行に関する説明などは、各部署に設置した情報化推進
員へ行い、業務の効率化を図っている。
　また、軽微なコンピュータウィルスへの注意喚起については、情報化担当者を
通じて行い、セキュリティを確保している。

84

効率化

安全化
効率化

グループウェア（庁内ＬＡＮ）
の活用拡大
　電子決裁を進める等、電子自
治体の実現を図る。

　グループウェアの更新時に「様式集」を追加し、効率化を図った。
　内部での通知や書面のやり取りは、グループウェア又はファイルサーバを使用
している
　エコハウス及び運転手控室へ庁内ＬＡＮを延長し、庁内ＬＡＮの活用を拡大し
た。

　施設などの利用手続きを便利で簡易なものにするため、情報の検索や利用予約が円滑に行える高度情報システムの
整備に取り組む。

　業務の効率化を支援する情報担当者を配置し、住民情報などの厳格な保全と管理を行う情報担当部署の強化を図る
など電子自治体の実現に取り組む。

Ｎｏ 頁 推進項目及び内容 効果 評価の理由

Ｎｏ 頁 推進項目及び内容 効果 評価の理由
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３）職員対応能力の向上

計画
評価
○

B

計画の表記：△検討、◇実施準備、□一部実施、○実施
評価の表記：Ａ計画通り実施した、Ｂ一部実施した、Ｃ計画より遅れている

（７）人材育成・確保について
１）職員研修の充実

計画
評価
○

A

○

B

計画の表記：△検討、◇実施準備、□一部実施、○実施
評価の表記：Ａ計画通り実施した、Ｂ一部実施した、Ｃ計画より遅れている

85

86

87

人材育成を図る
　各種研修を通じ、職員の意識
や能力の向上を図る。

研修内容の見直し
　次代に対応する人材育成のた
めの研修を導入する。

人材育成

人材育成21p

21p
　的確に社会情勢をとらえ、意識改革と能力向上につながる研修となるよう、積
極的に見直しを行うため、人材育成基本計画を策定中。

　社会構造の変化に対応した感性や政策形成能力、創造的能力を養うなど、職員の意識や能力を向上させる研修を行
う。また、現在の研修内容の見直しを行う。

職員の対応能力の向上
　ＩＴへの対応能力を高めるた
めの職員研修の実施を図る。

能力向上20p

　高度情報システムの特性と機能の周知、情報端末などの操作の習熟を図るなど、電子自治体に対応する業務能力の
向上に取り組む。

　平成２２年度の研修計画に基づき、各階層に応じた一般研修や職務に応じた専
門研修に職員を派遣し、人材育成を図っている。
　今後も、各種研修に職員を派遣し、さらに人材育成を図っていく。

　ＩＴへの対応能力を高めるための各種職員研修を実施し、能力向上を図った。
　新規採用職員に、グループウェアの操作研修と合わせて、セキュリティポリ
シーの説明及びコンピュータウィルスに対する注意喚起を行っている。

Ｎｏ 頁 推進項目及び内容 効果 評価の理由

Ｎｏ 頁 推進項目及び内容 効果 評価の理由
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２）人材の育成・確保

計画
評価
□

B

計画の表記：△検討、◇実施準備、□一部実施、○実施
評価の表記：Ａ計画通り実施した、Ｂ一部実施した、Ｃ計画より遅れている

（８）議会の改革

計画
評価
○

A

○

B

計画の表記：△検討、◇実施準備、□一部実施、○実施
評価の表記：Ａ計画通り実施した、Ｂ一部実施した、Ｃ計画より遅れている

費用弁償の廃止
　常任委員会出席時に支払われ
ていた費用弁償を廃止する。

90
議事録の作成
　本会議の会議録作成における
経費の削減

経費削減
2,000千円削
減
(4年）

経費削減
3,500千円削
減
(3年）

88

89

優れた人材の育成・確保
　職員の能力開発を図ると共に
確保に努める。

人材育成
人材確保

21p

21p

21p

　常任委員会出席時に議員に支払われている費用弁償を平成18年1月より廃止し、
経費を削減した（Ｈ１８．１）。
　効果額：２４０千円×４回×４年＝３，８４０千円

　無駄を省いた効率的な議会運営を遂行するため、議会内部で改革組織を立上げ、慣例、慣習などにおける改革項目
の点検及び洗い出しを行い、個別課題に取り組む。

　本会議の会議録作成を速記からテープ起こしに切り替えて経費を削減した（Ｈ
１８）。
　効果額：３５９千円×４＝１，４３６千円

　優秀な人材確保を目的に、採用情報について、町広報だけでなく、ホームペー
ジへの掲載、周辺大学等への資料配布をしている。
　また、町独自の採用説明会の実施、合同説明会へ参加をし、より多くの受験者
を集め、優秀な人材確保を図っている。

　多様化する住民ニーズに対応するため、企画立案能力や語学など様々な能力開発に努め、優れた人材の育成・確保
に努める。

Ｎｏ 頁 推進項目及び内容 効果 評価の理由

Ｎｏ 頁 推進項目及び内容 効果 評価の理由
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